




○種類株式の配当の状況
普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る1株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

0 00 6 67 6 67

0 00 6 17 6 17

0 00 5 89 5 89

（Ａ種優先株式） 百万円

－

 28年３月期

 29年３月期

 30年３月期（予想） 176

－ －

配当金総額
（合　計）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期　末 合計

年間配当金

200

－ － 185

－
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　わが国経済は、金融財政面での政策効果が広く波及したことにより、都心部を中心に公共

投資や住宅投資が底堅く推移する中、企業収益の改善等を背景として雇用情勢の好転や個人

消費・設備投資に持ち直しの動きが見られるなど、全体としては緩やかな回復基調が続きま

した。

　一方、県内経済におきましては、観光面や個人消費面が底堅く推移する中、雇用環境も改

善するなど、全体としては緩やかな回復基調にあるものの、先行きについては一部不透明な

状況にあります。

　このような環境の中、私ども南日本銀行グループは、「本業」として「ＷＩＮ-ＷＩＮネッ

ト業務（新販路開拓コンサルティング）」に取組むなど、地域の皆様のご支援にお応えでき

るよう銀行全体で組織的・継続的に取組んでまいりました。

　平成29年度からスタートする新中期経営計画では、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」を更に

深化・発展させ、事業者に対する支援をこれまで以上に行っていく方針であります。今後も、

当行グループを挙げて「収益力の強化」「経営の効率化」「資産の健全化」などの経営内容

の充実に努めてまいります。

　以上のような経済情勢のもと、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。

　経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金及び金融商品販売手数料の減少等により、

前連結会計年度に比べ９億21百万円減少し、192億83百万円となりました。

　また、経常費用は、経費が減少したものの、支払保証料や団信保険料等の増加により、前

連結会計年度に比べ２億92百万円増加し、163億38百万円となりました。

　この結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ12億12百万円減少し、29億45百万円となり、

親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ２億80百万円減少し、19億37百

万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

[主要勘定の状況]

　預金は、安定した資金調達を第一に考え、個人・法人預金を中心に増強を図った結果、

当連結会計年度の残高は、前連結会計年度に比べ88億円増加し、7,248億円となりました。

　貸出金は、中小企業貸出を中心に増強を図りましたが、前連結会計年度に比べ71億円減

少し、5,655億円となりました。

　有価証券は前連結会計年度に比べ142億円減少し、917億円となりました。

[自己資本比率（国内基準）]

　連結自己資本比率は、8.55％となり、前年同期比0.31％上昇しました。

　単体自己資本比率は、8.69％となり、前年同期比0.30％上昇しました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッ

シュ・フローは、預金の増加等により16億43百万円のプラスとなりました。投資活動による

キャッシュ・フローは、有価証券の売却と償還等により134億40百万円のプラスとなりまし

た。財務活動によるキャッシュ・フローは、配当の支払いにより６億３百万円のマイナスと

なりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度の残高は、前連結会計年度に比べて

144億81百万円増加して、896億25百万円となりました。

（４）今後の見通し

　通期の連結業績予想につきましては、連結ベースで経常利益15億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益10億円を見込んでおります。

　業績予想の前提となる市場金利等は、平成29年３月末の水準をもとに予想しております。

また、与信関連費用は通期で11億円を予想しております。

　なお、上記の予想は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

㈱南日本銀行（8554）平成29年３月期決算短信

－ 2 －



２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当行グループの業務は日本国内に限定されており、当面は日本基準を採用することとして

おります。

　なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、

適切に対応していく方針であります。
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 　該当ありません。

　

（会計方針の変更）

　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

　取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年

　４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

　変更しております。

　　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（会計上の見積りの変更）

　　退職給付に係る会計処理における、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数につ

　いて、従来、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）で費用処理しておりましたが、

　平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度より費用処理年数を10年に変更して

　おります。

　　これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当連結会計年度の経常利益、税金等

　調整前当期純利益は、それぞれ１億25百万円減少しております。

（追加情報）

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

　３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（セグメント情報）

　当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「そ

の他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはリース業務

が含まれております。

（有価証券関係）

　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

①　売買目的有価証券（平成29年３月31日）

②　満期保有目的の債券（平成29年３月31日）

14

△ 2

△ 2

11

556

556

699

1,255

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

合計

小計

559社債

559

1,243

時価
（百万円）

13
時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の

その他

384 385

小計

300

684

313

売買目的有価証券
（商品有価証券）

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
(百万円）

△0

差額
（百万円）

社債 1

種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）
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③　その他有価証券（平成29年３月31日）

④　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当ありません。

⑤　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

⑥　保有目的を変更した有価証券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当ありません。

397 401 △ 3

4,499

11,927

84,848

7,609 △ 266

12,545

7,439

4,927

1,402

1,500 △ 14

972

1,194

合計

　その他

　株式

　種類

6,724 75

353

236

売却額（百万円）
売却損の合計額
（百万円）

257

合計

12,790

8,841

△ 98

△ 62

△ 44

2,873

△ 427

その他

12,634

4,955 443

1,261

1,705

11,499

89,348

売却益の合計額
（百万円）

7,876

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

小計

　国債

債券

株式

その他

　地方債

　社債

取得原価
（百万円）

6,139

62,868

72,921

1,176

4,311

77,848

61,170

39,527

9,097

927

1,485

　国債

　地方債

　社債

1,827

1,698

1,078

2,811

245

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式

債券

種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

小計

40,722

9,355

41

41

　債券

　　国債

953

953

－

－
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⑦　減損処理を行った有価証券
　

　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込

みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当該連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当連結会計年度における減損処理額は、株式66百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。

　①　時価の下落率が50％以上の場合。

　②　時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記イ～ハの何れかに該当する場合は回復

　　可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。

イ.　株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。

ロ.　株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。

ハ.　株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上する

　　 と予想される場合。

　③　時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。　
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（１株当たり情報）

（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、次のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当ありません。

　親会社株主に帰属する当期純利益
　調整額

百万円 200 185

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

前連結会計年度

（自 平成27年４月１日

  至 平成28年３月31日）

335.80 347.38

25.05 21.77

当連結会計年度

（自 平成28年４月１日

  至 平成29年３月31日）

12.68 11.12

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成27年４月１日 （自 平成28年４月１日

  至 平成28年３月31日）   至 平成29年３月31日）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

１株当たり当期純利益金額

　親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 2,217 1,937

百万円 200 185

　普通株主に帰属しない金額 百万円 200 185

　　うち定時株主総会決議による
　　優先配当額

千株 80,527 80,512

　普通株式に係る親会社株主に帰属
　する当期純利益

百万円 2,017 1,752

200 185

　　うち優先株式 千株 94,339 93,750

－ －

　普通株式増加数 千株 94,339 93,750

円

１株当たり当期純利益金額

１株当たり純資産額 円

円

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

　　うち優先株式に係る金額 百万円

　普通株式の期中平均株式数
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５．その他

　

１．代表者の異動

さい とう しん いち

齋 藤 眞 一

[ 現 専務取締役（代表取締役） ] 

２．その他役員の異動

（１）新任取締役候補

はま ぐち なお や

濵 口 直 也

[ 現 執行役員熊本営業部長兼熊本・福岡ブロック長 ] 

（２）退任予定取締役

　該当ありません

（３）新任監査役候補

なか の よし あき

中 野 義 明

[ 現 執行役員本店営業部長 ] 

（４）退任予定監査役

ふく もと

福 元

（５）昇格予定取締役

　該当ありません

（代表取締役）

浩一郎
こういちろう

以　 上

役 員 の 異 動 （平成29年６月29日付）

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

取 締 役 副 頭 取
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はま ぐち なお や

濵 口 直 也 昭和35年 2月 3日生

昭和57年 3月  福岡大学法学部卒業

昭和57年 4月　当行入行

平成13年 7月　上町支店長

平成15年 6月　谷山支店長

平成18年 8月　営業推進部支店支援グループ主任調査役

平成19年 2月　営業推進部営業企画グループ主任調査役

平成19年 7月　営業推進部部長代理兼営業企画グループ主任調査役

平成20年 2月　国分支店長兼姶良ブロック長

平成23年 2月　脇田支店長兼市内第二ブロック長

平成24年10月　審査部次長

平成25年 6月　証券国際部長

平成26年 6月　執行役員熊本営業部長兼熊本・福岡ブロック長

　　　　　　　現在に至る

なか の よし あき

中 野 義 明 昭和35年 7月 6日生

昭和54年 3月　串良商業高校卒業

昭和54年 4月　当行入行

平成10年 8月　本店営業部渉外課長

平成15年 6月　八代支店長

平成17年10月　与次郎ケ浜支店長

平成19年 7月　福岡支店長

平成21年 7月　中央支店長兼市内第一ブロック長

平成23年 7月　審査部長代理

平成24年10月　鹿屋支店長兼笠之原支店長兼大隅ブロック長

平成27年 6月　執行役員鹿屋支店長兼笠之原支店長兼大隅ブロック長

平成28年 6月　執行役員本店営業部長

　　　　　　　現在に至る

新 任 取 締 役 候 補 略 歴

新 任 監 査 役 候 補 略 歴
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